
Ⅱ平成２５年港湾運送事業雇用実態調査結果概要

１　事業所の属性に関する状況
（１）事業の種類

（平成25年） （平成20年）
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第１図 事業の種類別事業所数（M.A）

東 京 横 浜 名古屋 大 阪 神 戸 関 門

(所)

※回答数が１０以下は、数値を非表示

390

港湾運送事業法（昭和26年法律第161号）第２条第３項及び第３条に規定する事業のうち港湾労働法適用業種及び「その他の事業」
について、該当する事業の種類すべてに回答を求めた結果（複数回答可）、６大港全体は「その他の事業」以外では、「一般港湾運送
事業」が390事業所で41.8％と最も多く、次いで「港湾荷役事業」が376事業所で40.3％、「港湾運送関連事業」が311事業所で33.4％、
「はしけ運送事業」が102事業所で11.0％、「いかだ運送事業」が8事業所で0.9％となっている。
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第１図 事業の種類別事業所数（M.A）
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※回答数が１０以下は、数値を非表示
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（２）事業所規模

（平成25年） （平成20年）
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第２図 事業所規模割合

500人以上 300～499人 100～299人 30～99人 10～29人 5～9人 1～4人

n=822

n=118

n=260

n=100

n=135

n=131

n=78

６大港全体では、３０人未満の事業所が全体の６９．９％（平成２５年）を占め、平成２０年（６８．０％）と同程度であり、全体の約７割を
占めている。港湾別では、横浜で３０人未満の事業所が７８．８％（平成２５年）となっており、平成２０年（７７．０％）と同水準となってい
る。
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第２図 事業所規模割合

500人以上 300～499人 100～299人 30～99人 10～29人 5～9人 1～4人

n=751

n=76

n=222

n=95

n=148

n=133

n=77



２　港湾運送事業量に関する状況

（平成25年） （平成20年）
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第３図 革新荷役・在来荷役割合
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６大港全体では、革新荷役が７６．４％（平成２０年）から７７．１％（平成２５年）に、平成２０年と同水準となっており、革新荷役割合は
高い水準で推移している。
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第３図 革新荷役・在来荷役割合
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３　常用労働者の労働条件等に関する状況

（１）年齢階級構成

（平成25年） （平成20年）
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第４図 常用労働者年齢階級構成

35歳未満 35～44歳 45～54歳 55～59歳
60～64歳 65～69歳 70歳以上

n=29,965

n=3,602

n=7,161

n=4,778

n=5,868

n=5,449

n=3,107

６大港全体では、「３５歳未満」が２９．９％（平成２５年）、「３５～４４歳」が３１．０％（平成２５年）となり、平成２０年と同じく全体の過半
数以上を占めている。港湾別では、平成２５年で「３５歳未満」～「３５～４４歳」がいずれの港も過半数以上を占めている。６大港、港湾
別ともに、「５５～５９歳」～「６０～６４歳」が平成２０年と比べ減少している。
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第４図 常用労働者年齢階級構成

35歳未満 35～44歳 45～54歳 55～59歳
60～64歳 65～69歳 70歳以上
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（２）定年制

（平成25年） （平成20年）
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（66所）
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第５図 定年年齢別事業所数

n=771

６大港全体では、「６０歳」の事業所９０．０％であり、６０歳定年が定着していると考えられる。
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第５図 定年年齢別事業所数
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（３）退職金

（平成25年） （平成20年）
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第６図 学歴別退職金額

中学卒 高校卒
大学卒 その他

(万円)
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６大港全体では、平成２５年で「大学卒」１,２１９万円（平成２０年 １,１６８万円）、「高校卒」１,１１３万円（平成２０年 １,０８７万円）、「中
学卒」１,０３９万円（平成２０年 １，０７２万円）、「その他」９４７万円（平成２０年 ９３２万円）となっており、「中学卒」以外で増加している。
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第６図 学歴別退職金額
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（４）勤続年数

（平成25年） （平成20年）
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第７図 勤続年数別労働者構成

1年未満 1～4年 5～9年 10～14年 15～19年 20～24年 25年以上

n=29,734

n=3,594

n=7,134

n=4,648

n=5,867

n=5,449

n=3,042

６大港全体では、「1年未満」～「1～４年」の割合が３０．４％（平成２０年）から２２．４％（平成２５年）に減少している一方、「２０～２４
年」～「２５年以上」の割合が２５．３％（平成２０年）から３０．０％（平成２５年）に増加している。港湾別では、平成２５年でいずれの港も
「２０～２４年」～「２５年以上」の割合が全体の２５％を超えている。
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第７図 勤続年数別労働者構成

1年未満 1～4年 5～9年 10～14年 15～19年 20～24年 25年以上
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（５）賃金形態

（平成25年） （平成20年）
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第８図 賃金形態別労働者割合

月給 日給月給 日給 出来高給 その他

n=29,934
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６大港全体では、平成２５年、平成２０年いずれにおいても「月給」「日給月給」が全体の８５％以上を占めている。港湾別では、名古
屋で「月給」「日給月給」が７６．７％と低い率であるものの、「日給」が２２．５％（２０年度）から１９．１％（２５年度）に減少していることか
ら、「月給」「日給月給」の割合が増加している。
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第８図 賃金形態別労働者割合
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（６）不就労日の賃金

（平成25年） （平成20年）
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第９図 不就労日に対する賃金割合
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６大港全体では、平成２５年、平成２０年いずれにおいても「１００％」が７０％以上を占めているものの８１．８％（平成２０年）から７４．
２％（平成２５年）に減少している。港湾別では、関門港以外において「１００％」が平成２０年と比べ減少している。
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第９図 不就労日に対する賃金割合
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（７）職種別労働者数

（平成25年） （平成20年）
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第１０図 職種別常用労働者数
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(人)

※回答数５００以下は、数値を非表示
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６大港全体では、平成２５年において「沿岸荷役作業員」が最も多く、続いて「船内荷役作業員」となっている。港湾別では、東京で「沿
岸荷役作業員」が７．０％（平成２０年）から９．４％（平成２５年）に増加している。
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第１０図 職種別常用労働者数

東 京 横 浜 名古屋 大 阪 神 戸 関 門

(人)

※回答数５００以下は、数値を非表示
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（８）労働時間、休日日数

　   ○週所定労働時間

（平成25年） （平成20年）

38.4 

37.7 

38.9 

38.6 

38.2 
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第１１図 週所定労働時間

(時間)

n=822

n=118

n=260

n=100

n=135

n=131

n=78

６大港、港湾別ともに、平成２０年と比べ大幅な増減はない。
これらより、時系列的に見れば各港湾ごとに若干の増減はあるものの、各港湾における週単位の所定内労働時間は平準化されてき

ている傾向と考えられる。
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第１１図 週所定労働時間
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　   ○月間実労働時間

（平成25年） （平成20年）
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第１２図 月間実労働時間

(時間)

n=822

n=118

n=260

n=100

n=135

n=131

n=78

平成２５年における港湾別の月間実労働時間では、最長の関門で１８０．９時間、最短の大阪で１６３．７時間となっており、１７．２時間
の差がある。

177

176.4

173.9

178.9

178.5

173.4

187.2

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180 200

６大港

東 京

横 浜

名古屋

大 阪

神 戸

関 門

第１２図 月間実労働時間
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　   ○月間所定外労働時間

（平成25年） （平成20年）
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第１３図 月間所定外労働時間

(時間)

n=822

n=118

n=260

n=100

n=135

n=131

n=78

平成２５年における月間所定外労働時間では、最長の東京で２６．７時間で、最短の神戸で１９．１時間となっており、７．６時間の差が
ある。
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第１３図 月間所定外労働時間
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　   ○年間休日総数

（平成25年） （平成20年）
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第１４図 年間休日総数

(日)

n=822
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n=260

n=100

n=135

n=131
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６大港全体では、１０８．０日（平成２０年）から１０９．４日（平成２５年）に微増している。港湾別では、横浜港で１０９．２日（平成２０年）
から１１２．３日（平成２５年）に増加している。
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第１４図 年間休日総数
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（９）週休２日制

　   ○週休２日制導入の有無

（平成25年） （平成20年）
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第１５図 週休２日制導入の有無

あり なし

n=838

n=118

n=268

n=101

n=138

n=131

n=82

６大港全体では、「あり」が平成２５年、平成２０年いずれにおいても８５％以上を占めている。
これらより、港湾運送事業を営む大部分の事業所において、何らかの形態で週休２日制を導入している傾向と考えられる。
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第１５図 週休２日制導入の有無
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　   ○週休２日制の形態

（平成25年） （平成20年）
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第１６図 週休２日制の形態

完全 月３回 隔週

月２回 月１回

n=838

n=118

n=268

n=101

n=138

n=131

n=82

６大港全体では、「完全」が平成２５年、平成２０年いずれにおいても最も高い割合を占めている。
これらより、港湾運送事業を営む各事業所において、「完全」週休二日制の導入に向けた動きがある傾向と考えられる。
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第１６図 週休２日制の形態
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（１０）交代制勤務

　   ○交代制勤務導入の割合

（平成25年） （平成20年）
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第１７図 交代制勤務導入の割合
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６大港全体では、平成２５年、平成２０年いずれにおいても「なし」が９０％を超えている。港湾別では、大阪で「あり」が４．７％（平成２０
年）から１０．９％（平成２５年）に増加している。

これらより、大阪において交代制勤務の導入が一部図られたと考えられる。
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第１７図 交代制勤務導入の割合
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　   ○交代制勤務の形態

（平成25年） （平成20年）
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第１８図 交代制勤務の形態

２交代制 ３交代制

その他

n=80
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n=24

n=9

n=15
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n=13

６大港全体では「２交代制」が平成２５年、平成２０年ともに約６０％を占めている。港湾別では、横浜で「３交代制」が１２．５％（平成２５
年）に増加し、神戸でも「３交代制」が３３．３％（平成２０年）となっていたものが４０．０％（平成２５年）に増加している。一方、名古屋で
は「３交代制」が４５．５％（平成２０年）から２２．２％（平成２５年）に減少している。
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第１８図 交代制勤務の形態
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４　港湾派遣労働者及び日雇労働者の利用に関する状況
（１）使用事業所割合

（平成25年） （平成20年）
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東 京
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大 阪

神 戸

関 門

第１９図 港湾派遣労働者、日雇労働者使用事業所割合

港湾派遣労働者
日雇労働者

(％)

６大港全体では、「港湾派遣労働者」が１０．３％（平成２０年）から７．０％（平成２５年）に、「日雇労働者」が１３．２％（平成２０年）から
１２．０％（平成２５年）に減少している。港湾別では、名古屋・大阪で、平成２０年、平成１５年ともに「港湾派遣労働者」が「日雇労働者」
を上回っており、横浜港においては、「港湾派遣労働者」が１２．３％（平成２０年）から５．６％（平成２５年）に、「日雇労働者」が２１．６％
（平成２０年）から１５．６％に減少している。
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第１９図 港湾派遣労働者、日雇労働者使用事業所割合
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（２）募集動機

（平成25年） （平成20年）
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以外の業務に従事させるため

左記以外の理由

第２０図 港湾派遣労働者、日雇労働者募集動機

港湾派遣労働者(n=65)

日雇労働者(n=112)

(％)

平成２５年、平成２０年いずれにおいても「波動性に対処するため」が８５％を超えている。
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第２０図 港湾派遣労働者、日雇労働者募集動機

港湾派遣労働者(n=87)

日雇労働者(n=111)
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（３）就労延人数

（平成25年） （平成20年）

港湾別では、名古屋、大阪で平成２５年、平成２０年のいずれにおいても「港湾派遣労働者」が「日雇労働者」を上回っている。また、横
浜で「港湾派遣労働者が２，０８５人日（平成２０年）から５０２人日（平成２５年）と１，５８３人日の減となっている一方、「日雇労働者」が
８，５６８人日（平成２０年）となっていたものが、１１，３５０人日（平成２５年）と２，７８２人日の増となっている。
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第２１図 就労延日数
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第２１図 就労延日数
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（４）職種別労働者数（港湾派遣労働者、日雇労働者）

（港湾派遣労働者） （日雇労働者）
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第２２-1図 職種別派遣労働者数
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派遣及び日雇による就労は、共に「船内荷役作業員」及び「沿岸荷役作業員」の職種に多い。６大港別では、港湾派遣労働者の就労
延日数は、関門港、横浜港及び大阪港に多く、日雇労働者の就労延日数については、横浜港、東京港及び神戸港に多い。

大阪港については、派遣労働者の就労により労働力の需給調整を図っていることが考えられる。
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５　荷役の波動性に関する状況
（１）波動性の大きさ

（平成25年） （平成20年）
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第２３図 平日のピーク日とボトム日の就労延人員
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第２３図 平日のピーク日とボトム日の就労延人員

ピーク日
ボトム日

(人日)

「ピーク日」と「ボトム日」の差（波動性の大きさ）について、６大港平均では２７８人日（平成２０年）、２８９人日（平成２５年）と大幅な差
異はない。港湾別では、横浜で５０９人日（平成２０年）から４４４人日（平成２５年）と６５人日減少しているが、その他の港湾では前同又
は微増となっている。

また、各港湾における「ピーク日」と「ボトム日」の差（波動性の大きさ）は、大阪を除き「ボトム日」の人日数の概ね１割程度となってい
る。



（２）天候による波動性

（平成25年） （平成20年）
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第２４図 天候による波動性

晴と曇の日の平均就労延人日数 雨の日の平均就労延人日数
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第２４図 天候による波動性

晴と曇の日の平均就労延人日数 雨の日の平均就労延人日数

(人日)

「晴と曇りの日の平均就労延人日数」と「雨の日の平均就労延人日数」について、平成２０年、平成２５年いずれにおいても大幅な差
異は見られない。



（３）月末・月初の波動性

（平成25年） （平成20年）
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第２５図 月末・月初の波動性

「月末・月初」の平均就労延人日数
「月末・月初以外の日」の平均就労延人日数

(人日)

「「月末・月初」の平均就労延人日数」と「「月末・月初以外の日」の平均就労延人日数」について、平成２０年、平成１５年いずれにおい
ても大幅な差異は見られない。
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第２５図 月末・月初の波動性

「月末・月初」の平均就労延人日数
「月末・月初以外の日」の平均就労延人日数

(人日)



（４）土・日の就労状況

（平成25年） （平成20年）
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第２６図 土・日の就労状況

平日の平均就労延人日数 土曜日の平均就労延人日数 日曜日の平均就労延人日数

(人日)

3,275 

1,849 

4,717 

3,162 

3,633 

4,274 

2,012 

1,644 

878 

2,059 

1,977 

1,915 

1,595 

1,437 

481

205

636

748

274

382

641

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

６大港平均

東京

横浜

名古屋

大阪

神戸

関門

第２６図 土・日の就労状況

平日の平均就労延人日数 土曜日の平均就労延人日数 日曜日の平均就労延人日数

(人日)

６大港平均では、土曜日について１，６４４人日（平成２０年）から１，７１６人日（平成２５年）に、日曜日について４８１人日（平成２０年）
から５４４人日（平成２５年）にいずれも増加している。港湾別では、東京・大阪で土・日いずれも増加し、名古屋・関門で、土・日いずれに
ついても減少している。

これらより、荷役量の変動等に伴い、各港湾における状況は異なると考えられる。


